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第 4 章  計画の内容について 

 
 

■第４章では、計画の内容として、「施策の方向」に沿って、計画の期間中に取り組む内容を示

しています。推進項目をわかりやすくするために、「◇」として具体的な事業を挙げました。 

■施策の内容欄の【新規】は、この計画から新たに掲載する事業を表しています。また、【再掲】

はこの計画内に２度以上出てくる事業に用いています。 

■担当課所欄は、各取り組みにおいて中心的な役割を担う課所を掲載しています。 

施設名の後ろに記載している課名は、施設を管理している所管課を示しています。 

■この章では、男女共同参画の推進拠点である「上戸田地域交流センター」を愛称の「あいパ

ル」と表記します。 

 

 
 

目標 
                        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

お互いの人権を大切にできるまち Ⅰ 

(１)暴力を許さない意識の醸成  

(２)被害者への支援体制の充実 

(３)DV に関連するストーカー、児童虐待等に 

対する支援の充実 

施策の 

方向 

施策１．身近な人からの暴力被害の根絶 

(４)人権尊重に関する意識の醸成  

(５)性的マイノリティへの理解の促進 

(６)男女共同参画の啓発・意識改革 

(７)国際理解の推進による啓発・意識改革 

(８)メディアにおける人権の尊重 

施策の 

方向 

施策２．ジェンダー平等と人権尊重に関する意識啓発 

＜戸田市 DV 防止基本計画＞ 

(９)学校や家庭での教育の充実 

(10)生涯学習の充実 

施策の 

方向 

施策３．男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実 
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12.8 

6.7 

2.7 

1.6 

38.6 

14.0 

9.1 

3.2 

1.8 

42.5 

3.4 

1.4 

7.0 

1.9 

28.7 

7.0 

1.4 

10.0 

2.8 

28.7 

0 10 20 30 40 50

配偶者（パートナー）からDVを受けたことがある

恋人からDVを受けたことがある

配偶者（パートナー）にDVをしたことがある

恋人にDVをしたことがある

身近で見聞きしたことがある

平成29年度 女性(n=642)
令和5年度 女性(n=620)
平成29年度 男性(n=473)
令和5年度 男性(n=428)

（％）

資料：戸田市「男女共同参画に関する意識調査」

 
 
 

 

 

平成 13（2001）年に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（Ｄ

Ｖ防止法）」が施行されてから、ＤＶ被害の実態に合わせて何度か法改正が行われました。

令和５（2023）年の改正では、それまでは身体的 DV だけであった保護命令対象被害

を、言葉や態度で相手を追い詰める精神的 DV にも拡大しました。また、命令違反への

厳罰化も盛り込まれています。 

内閣府の DV 相談プラスに寄せられた相談内容のうち精神的 DV を含む内容は６割以

上を占めており（令和４年度前期）、精神的 DV を核として性的 DV、経済的 DV、社会

的 DV など問題が複合する場合も少なくありません。また、子どもを巻き込んだ DV も

深刻で、子どもに対しても虐待が行われたり、子どもがいる場所で暴力をふるったり（面

前 DV）、加害者によって被害者と子どもとの関係を断絶させられたりすることで、子ど

もの心や体に様々な影響を与えてしまいます。 

市民意識調査によると、パートナー間や恋人同士の間の暴力被害及び加害は、男女と

もに増加しています。DV 被害者をいち早く救済できるような相談体制、支援体制を整

備するとともに、DV は私的なトラブルではなく犯罪であるという意識を社会全体で共

有することが必要です。 

 

■図 22 パートナー間や恋人同士の間の暴力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

施策１ 身近な人からの暴力被害の根絶 
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7.8 

6.1 

8.5 

0.0 

5.5 

5.3 

8.5 

10.5 

6.8 

8.8 

0 10 20

全体(n=1,065)

男性(n=428)

女性(n=620)

20歳未満(n=12)

20～29歳(n=110)

30～39歳(n=170)

40～49歳(n=213)

50～59歳(n=219)

60～69歳(n=146)

70歳以上(n=193)

(%)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」（令和5年度）

【性
別
】

【
年

齢

別

】

37.2 

25.0 

6.1 

3.4 

3.4 

2.0 

1.4 

1.4 

0.7 

0.0 

2.7 

46.6 

2.7 

0 25 50

友人・知人

家族・親族

警察

同じような経験をした人

医師、カウンセラーなど

県の相談窓口

（「WithYouさいたま」等）

家庭裁判所、弁護士

戸田市配偶者暴力相談支援センター

国の相談窓口

（「内閣府DV相談+(ﾌﾟﾗｽ)」等）

民間支援グループ

その他

誰にも相談しなかった

無回答

(%)

(n=148)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」

（令和5年度）

また、本市では令和４（2022）年度から「戸田市配偶者暴力相談支援センター」を開設

し、DV 被害に悩む人の相談を受け付けています。しかし、市民意識調査によると認知度は

7.8％で市民にはあまり浸透していない現状がうかがえます。DV を受けたときの相談先と

しては、友人・知人や家族・親族などが多く、公的機関に相談している人はあまり多くあり

ません。半数近くの人は誰にも相談しなかったという実態もあります。ＤＶ被害者への支援

は相談窓口が入口でもありますので、まずは各種相談窓口の周知を最重要課題として取り組

みを推進していく必要があります。 

この計画では、ＤＶ防止基本計画を一体的に策定し、あわせて「戸田市犯罪被害者等

支援条例」に基づいてＤＶ被害者等への支援を行うとともに、暴力を許さない社会意識

の醸成に向けた取り組みを積極的に推進していきます。 

 

 

◆図 23 「戸田市配偶者暴力相談支援センター  ◆図 24 ＤＶを受けた時の相談先 

（DV相談）」の認知度 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

市内の全中学校で異性の

尊重について学ぶ機会を

つくります。 

校 

2 

（2017年度） 

校 

全 6 

（2022年度） 

校 

全 6 

（2027年度） 

異性の尊重につ

いて教育を行っ

た中学校の数 

市内中学校の数を目

標値に設定 

 

ＤＶに関する相談先を知

っている人の割合を増や

します。 

 

％ 

14.9 

（2017年度） 

％ 

7.8 

（2023年度） 

％ 

30.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』

において、市の 

事業の認知度で

「DV 相談」を選

択した人の割合 

第四次計画の中間か

ら最終までの年間の

増加量（1.42％）か

ら算出 

※小数点第1位で繰

り上げ 

 

 

 

 

（１）暴力を許さない意識の醸成 

ＤＶの防止に向けて、啓発資料、講演会、イベント等の様々な方法による広報・啓発

活動を推進します。また、若い世代への啓発として、デート DV の防止について伝える

取り組みを行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

1 
ＤＶ防止のための広

報・啓発活動の充実 

ＤＶの防止に向けて、講座の開催や情報提供を行い、

ＤＶに関する広報・啓発活動を充実します。 

【具体的な事業】 

◇各種啓発資料・イベント等による暴力防止の啓発

及び情報提供 

◇講演会・講座の開催による啓発 

◇配偶者暴力相談支援センターの事業内容の周知

【新規】 

 

くらし安心課 

あいパル（福祉総務課） 

 

  

指 標 

施策の方向 
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（２）被害者への支援体制の充実 

配偶者暴力相談支援センターを中心として、ＤＶ相談の窓口の周知、相談体制の充実、

被害者の自立に向けた支援体制の充実を図ります。また、ＤＶ被害防止と被害者支援を

より実効的なものにするために、庁内各課及び各関係機関で連携した支援体制を構築し

ます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

2 
ＤＶに関する相談の

充実 

配偶者暴力相談支援センターを中心として、ＤＶに

関する相談体制の充実及び相談窓口の周知を図りま

す。 

【具体的な事業】 

◇ＤＶ相談の実施及び周知（男性被害者を含む） 

◇ＤＶ被害者の児童に対する支援（こども家庭相談

センターによる相談） 

あいパル（福祉総務課） 

くらし安心課 

こども家庭支援室 

3 
被害者の自立等に関

する支援体制の充実 

被害者が自立できるよう、様々な支援体制を提供します。 

【具体的な事業】 

◇被害者支援のための情報収集と提供 

◇専門職員（ボランティアを含む）の育成 

◇関係機関との連携による被害者保護 

◇被害者の自立支援事業 

◇子どもに対する支援の充実 

くらし安心課 

生活支援課 

こども家庭支援室 

建築住宅課 

4 
関係機関とのネット

ワークの構築 

本市において一体的にＤＶ被害者に対する支援を行

うため、庁内外を問わず関係機関におけるネットワ

ークの構築を行います。 

【具体的な事業】 

◇「戸田市犯罪被害者等支援庁内連絡会議」（ＤＶ対

策の庁内連絡機能を含む）の運営 

◇庁内外の関係機関との連携 

くらし安心課 

 

（３）ＤＶに関連するストーカー、児童虐待等に対する支援の充実 

DV から派生することが多いストーカーや児童虐待等の防止に向けて、正しい知識の

提供を行うとともに、関係機関と連携して被害の防止及び被害者への支援を推進します。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

5 
ＤＶに関連するストー

カー・児童虐待防止等

の推進 

ＤＶに関連して発生するストーカーや児童虐待等を

防止するため、啓発を行うとともに、関係機関との

連携を強化します。 

【具体的な事業】 

◇啓発紙の発行（既存の情報紙利用も含む） 

◇児童虐待の早期発見 

◇講座等の開催  

◇警察など関係機関との連携 

◇「戸田市犯罪被害者等支援庁内連絡会議」（ＤＶ対

策の庁内連絡機能を含む）の運営【再掲】 

くらし安心課 

福祉保健センター 

こども家庭支援室 
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同感する

8.4 

6.1 

3.9 

どちらかと

いえば

同感する

30.6 

26.4 

14.9 

どちらかと

いえば

同感しない

15.4 

19.1 

19.3 

同感しない

14.1 

15.1 

46.6 

どちらとも

いえない

・わからない

29.9 

31.1 

14.6 

無回答

1.6 

2.0 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年度(n=1,100)

平成29年度(n=1,124)

令和5年度(n=1,065)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」

※平成25、29年度調査の選択肢は「賛成」「どちらかというと賛成」「どちらかというと反対」「反対」

「どちらともいえない・わからない」という選択肢で、令和5年度調査の選択肢に合わせた。

◆図 25 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について 

 
 
 

 

 

市民意識調査の結果によると、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考

え方に「どちらかというと同感しない」もしくは「同感しない」という人の割合は 65.9％

で、過半数を超えています。

平成 25（2013）年度調

査の結果では、同感しない人

の割合（29.5％）よりも同感

する人の割合（39.0％）の方

が高かったので、10 年間で

固定的な性別役割分担意識は

かなり解消しているとみるこ

とができます。一方、新型コ

ロナウイルス流行期における

学校の一斉休校の際には、子

どもの面倒をみるために休職

や退職せざるをえなかった多

くの女性がいたと言われていることから、性別役割分担意識の影響は根強いことがうか

がえます。また、性別に関する無意識の思い込み、偏見（アンコンシャス・バイアス）

は、制度や職場等における慣行等にも影響を及ぼしており、ジェンダーギャップ解消の

妨げにもなっています。 

こうした状況を踏まえて、固定的な性別役割分担意識の解消に向けて、引き続きあら

ゆる媒体や機会を通じて、啓発活動を積極的に推進していく必要があります。 

また、今回の調査では、「性的マイノリティ（LGBTQ）」という言葉を「おおよその

内容まで知っている」人は 48.8％で、平成 29 年度調査の 18.0％と比べると、認知度

は飛躍的に伸びました。また、自分や身近な人に性的マイノリティの人がいると回答し

た人は 34.5％にのぼっています。 

そのような中、本市では令和 2（2020）年度には市の申請書等における性別記載欄

の見直しを図ったり、令和 4（2022）年 10 月から「戸田市パートナーシップ・ファ

ミリーシップ届出制度」を導入するなどの施策を推進してきました。今後も、多様な性

に関する理解を促進するための啓発を行い、「戸田市男女共同参画推進条例」に謳われて

いるように、「誰もが、性別、性的指向、性自認に関わりなく個人として尊重される社会」

の実現を目指します。 

また、メディア表現において男女共同参画の視点に配慮することは、意識啓発の点で

大きな成果が期待できますが、SNS が発達している現在では情報の発信者としての立場

のリテラシーも必要とされています。 

 

現状と課題 

施策２ ジェンダー平等と人権尊重に関する意識啓発 
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54.6 

47.9 

47.2 

33.2 

23.5 

20.6 

18.0 

11.0 

2.5 

1.1 

3.8 

0.3 

0 20 40 60

国による法整備

職場における理解の促進

児童・生徒に対する教育

パートナーシップ制度

啓発や広報活動の推進

性的マイノリティ（LGBTQ）への配慮の視点を

取り入れた公共施設のトイレなどの整備

専門相談窓口の充実や周知

申請書等における性別記載欄の見直し

その他

対策の必要はない

わからない

無回答

(%)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」（令和5年度）

◆図 26 性的マイノリティの方が生活しやすいための取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

「男は仕事、女は家庭」

といった固定的な性別役

割分担に同感しない市民

の割合を増やします。 

％ 

34.2 

（2017年度） 

％ 

65.9 

（2023年度） 

％ 

44.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』

において、「夫は

外で働き、妻は家

庭を守るべきで

ある」という考え

方に対し、「どち

らかと言えば同

感しない」もしく

は「同感しない」

と回答した人の

割合 

第四次計画の中間か

ら最終までの年間増

加量（0.94％）から

算出 

※小数点第1位で繰

り上げ 

ＬＧＢＴQ の内容まで知

っている人の割合を増や

します。 

％ 

18.0 

（2017年度） 

％ 

48.8 

（2023年度） 

％ 

38.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』に

おいて、用語の認知

度で「LGBTQ」と

いう言葉について

「おおよその内容

まで知っている」と

回答した人の割合 

年間増加量を 2％と

して算出 

※小数点第1位で繰

り上げ 

  

指 標 
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（４）人権尊重に関する意識の醸成 

性別等による差別や人権侵害による不利益を被ることがないよう、差別を防止する意

識啓発を推進し、人権を守るための相談窓口の充実を図ります。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

6 
差別を防止する意識啓

発の推進と相談業務の

充実 

性別等による差別や人権侵害が起こらないよう、広

く啓発を行います。 

【具体的な事業】 

◇女性に対する人権侵害の防止に関する啓発 

◇人権に関する講演会・研修の開催 

◇人権相談の実施 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

行政管理課 

くらし安心課 

生涯学習課 

 

（５）性的マイノリティへの理解の促進 

多様な性のあり方関する正しい情報を発信し、性的指向や性自認によって差別された

り、生きづらい環境が生じないように、積極的な意識啓発を推進します。また、学校教

育の現場や行政対応における支援体制の充実を図ります。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

7 
性的マイノリティに関

する意識啓発と支援の

充実 

性的指向や性自認によって生きづらい環境が生じな

いよう、ＬＧＢＴＱ等の性的マイノリティに関する

理解促進のための啓発を行うとともに、学校教育や

行政対応における支援体制を整備します。 

また、「戸田市パートナーシップ・ファミリーシップ

届出制度」など市の制度に関する普及に努めます。 

【具体的な事業】 

◇ＬＧＢＴＱ等の性的マイノリティへの理解促進の

ための意識啓発事業の推進講座の検討・実施 

◇職員研修の機会の提供検討・実施 

◇学校教育におけるＬＧＢＴＱ等の性的マイノリテ

ィの児童生徒への支援の充実 

◇申請書類や公的証明書類における性別記載欄の見

直し 

◇市の施策における性的マイノリティへの配慮に関

する検討・実施 

◇パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度の

普及の推進【新規】 

 

協働推進課 

行政管理課 

人事課 

教育政策室 

 

  

施策の方向 
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性的指向とは、どのような相手に性的魅力を感じるかを表しており、異性愛や同

性愛、 両性愛など、さまざまな形があります。性自認とは、自分の性別をどのよう

に認識しているかを表しており、男性、女性という認識だけでなく、中間、 どちら

でもないなど、そのあり方は多様です。この性的指向（Sexual Orientation）と性

自認（Gender Identity)の頭文字をとって、「SOGI（ソジ、ソギ）」という言葉が用

いられることもあります。 

SOGI は、LGBTQ に限らずすべての人にあてはまる属性であり、誰にでもかか

わりがある大切な性のあり方と言えます。 

LGBTQ という言葉が広まって、性的マイノリティへの認知度も進みましたが、

一方で「性的マイノリティとそれ以外」という線引きにもつながってしまう可能性

があります。 

そこで、誰もがそれぞれの性的指向・性自認を持っていると認識することで、多

様な性のあり方を一人ひとりが自分ごととして考えるきっかけになると思われま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

性的指向と性自認 コラム２ 

市民意識調査では「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方に

対して、肯定的である人は 18.8％、否定的である人は 65.9％と、固定的な性別役

割分担意識に否定的な人が大半を占めています。しかしながら、長年の社会的通念

や慣行等から、性別に関して無意識に思い込んでいることは少なくありません。そ

のように無意識の思い込みや偏見を「アンコンシャス・バイアス」といいます。 

《性別に関するアンコンシャス・バイアスの事例》 

・「社長」と聞くと、年配の男性だと思う 

・「親が単身赴任」と聞くと、父親が単身赴任していると思う 

・子育て中の女性は残業や夜勤はできないと思う 

・配偶者は異性だと思う 

・女性は花や甘いものが好きだと思う   など 

アンコンシャス・バイアス コラム１ 
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（６）男女共同参画の啓発・意識改革 

市民一人ひとりが男女共同参画に関する正しい知識を得られるよう、講演会や広報紙

など様々な媒体を活用して、広報・啓発活動を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

8 
多様な媒体を活用した

広報・啓発活動の推進 

「広報戸田市」への男女共同参画に関する情報の掲

載や男女共同参画情報紙「つばさ」の発行、パンフ

レット・啓発冊子の発行やＳＮＳなどを通じて男女

共同参画に関する意識啓発を図ります。 

【具体的な事業】 

◇「広報戸田市」による啓発 

◇男女共同参画情報紙「つばさ」の発行 

◇パンフレット・啓発冊子の発行 

◇あいパルホームページによる啓発 

◇ＳＮＳを通じた意識啓発 

◇男女共同参画関連書籍の展示及び貸出 

◇あいパル広報誌「PALDISE（パルダイス）」の発行

による啓発 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

市長公室 

図書館（生涯学習課） 

9 
男女共同参画に関する

講演会・講座等の開催 

男女共同参画に関するイベント、各種講演会、講座

等の開催を通じ、男女共同参画に関する意識啓発を

図ります。 

【具体的な事業】 

◇男女共同参画フォーラム等の開催 

◇講演会・セミナー・パネル展等の開催による啓発 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 
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（７）国際理解の推進による啓発・意識改革 

男女共同参画の視点に立った国際的な取り組みに関する情報を収集し、提供します。また、

「第２次戸田市多文化共生推進計画」に基づき、ルーツや文化、言語が違っても誰もが安心

して暮らせるまちづくりを進めます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

10 
男女共同参画に関する

世界の取り組みに関す

る啓発の推進 

広く男女共同参画に関する理解、推進を図るため、

男女共同参画の視点に立った国際的な取り組みに関

する情報の収集や提供を行います。 

【具体的な事業】 

◇女性問題に対する海外の資料収集・提供による啓

発 

◇国際的な取り組み（女子差別撤廃条約等）の啓発 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

図書館（生涯学習課） 

11 
国際理解・交流活動の

推進 

多文化共生の推進の中で、男女共同参画に関する国

際理解を深めるための講座や交流事業を活発に行い

ます。 

【具体的な事業】 

◇在住外国人支援事業の推進 

 

協働推進課 

 

（８）メディアにおける人権の尊重 

市の発行物等において、男女共同参画の視点に立った表現を使用するよう努めます。 

また、メディアから発信される固定的な性別役割分担意識や不正確な情報に左右され

ることなく、市民が情報を正しく読み取り、主体的に判断できるように、メディア・リ

テラシーに関する啓発を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

12 
市の発行物等における

表現の留意 

市の発行物等において、男女共同参画の視点に立っ

た表現を使用するよう努めます。 

【具体的な事業】 

◇埼玉県発行「男女共同参画の視点から考える表現

ガイド」の活用 

協働推進課 

市長公室 

13 
メディアを正しく読み

取り、発信する力の養

成 

市民がメディアに対して、固定的な性別役割分担意

識や不正確な情報などに左右されることなく主体的

な判断ができるよう、学校をはじめ生涯学習の場に

おいてメディア・リテラシーに関する啓発を行うと

ともに、学習機会を提供します。 

 

【具体的な事業】 

◇メディア・リテラシーに関する啓発 

◇学校におけるメディア・リテラシーの取り組み 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

教育政策室 
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58.9 

37.1 

34.6 

24.3 

23.3 

16.4 

8.5 

7.1 

6.9 

1.8 

11.3 

3.4 

54.4 

23.5 

34.3 

26.3 

17.0 

19.3 

8.6

9.8 

5.9 

1.8 

13.4 

5.3 

0 20 40 60 80

性別に関わりなく、能力や適性を

重視した進路指導、生活指導を行う

性に関する適切な指導の実施

「男女平等」の意識を育てる授業をする

DV（ドメスティック・バイオレンス）

やデートDVのような、親しい間柄

での暴力を防止するための啓発

性的マイノリティ（LGBTQ）に関する教育

教員に対して、男女共同参画

意識向上のための研修を行う

校長や教頭に

女性を増やしていく

教員の男女比を同率

になるようにしていく

出席簿・座席・名簿など、

男女を分ける習慣をなくす

その他

特にない

無回答

令和5年度(n=1,065)

平成29年度(n=1,124)

(%)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」

 
 
 

 

 

男女共同参画の意識の形成には、人生の早い時期において学習したことや経験が大き

く影響します。特に、小中学校における教育は、男女共同参画の意識を育むにあたって

大きな役割を持っています。 

令和５（2023）年度の市民意識調査の結果をみると、小中学校で特に力を入れてほ

しいことは、「性別にかかわりなく、能力や適性を重視した進路指導、生活指導を行う」

の回答が最も多く、半数以上の人が性別にこだわらず児童生徒の適性や個性を伸ばす教

育の実践を望んでいます。この傾向は「第五次戸田市男女共同参画計画」策定時の平成

29（2017）年度調査においても同様でしたので、引き続き積極的に取り組んでいくこ

とが望まれます。 

一方、平成 29（2017）年度調査では４位だった「性に関する適切な指導の実施」が

令和 5（2023）年度調査では回答率が大幅に上がって 2 位となるなど、性に関する教

育の充実が求められています。また、「性的マイノリティ（LGBTQ）に関する教育」も

前回調査と比べると回答率が上がっています。 

 

◆図 27 小中学校で特に力を入れてほしいこと 

   

現状と課題 

施策３ 男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実 
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24.5 

8.6 

5.8 

16.6 

7.3 

3.2 

20.7 

5.3 

4.2 

17.1 

2.1 

3.0 

0 20 40

趣味や文化・教養、スポーツなどのサークル活動

市で実施する講座等への参加

地域の仲間同士が集まって行う勉強会や研修会

平成29年度 女性(n=642)
令和5年度 女性(n=620)
平成29年度 男性(n=473)
令和5年度 男性(n=428)

（％）

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」

※「地域活動等への参加状況」から生涯学習に関する活動について抜粋して掲載

 

また、学校教育だけでなく、一人ひとりがその能力と意思に基づいて、生涯を通じて

学習する機会を得られるような環境整備が必要です。 

市民意識調査から生涯学習活動への参加状況をみると、令和 5（2023）年度調査で

は男女ともに前回調査時よりも活動参加率が低下していることがうかがえます。これは

新型コロナウイルス感染防止対策により、活動の機会が減少したことが影響していると

考えられます。生涯学習活動の効果は、技能や知識を身につけることに加えて、健康の

増進や生きがいの創出、地域における交流の促進など、様々なことがあげられます。今

後、災害や感染症の流行などによる生涯学習の機会減少を防ぐために、ICT の活用も含

めた環境整備の推進が重要です。 

また、女性と比べると男性は地域における生涯学習活動の参加機会が少ない状況がみ

られますので、男性が参加しやすい内容の工夫や時間帯等の調整が必要です。 

 

 

◆図 28 過去１年間の生涯学習活動への参加状況 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

市内の全小学校で男女共

同参画の大切さを学ぶ機

会をつくります。 

校 

7 

（2017年度） 

校 

全 12 

（2023年度） 

校 

全 12 

（2027年度） 

男女共同参画の

大切さについて

教育を行った小

学校の数 

市内小学校の数を目

標値に設定 

 

 

 

 

（９）学校や家庭での教育の充実 

学校や家庭において、性別にかかわりなく一人ひとりの個性を伸ばせる教育の充実を

図ります。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

14 
男女共同参画の視点に

立った教育の充実 

学校において、人権の尊重、男女の平等などに視点

をおいた教育を行います。また、性別にかかわらず

個々の児童・生徒の能力や適性を重視した進路指

導・キャリア教育を実施します。 

【具体的な事業】 

◇男女共同参画の視点に立った学校教育の推進 

◇男女共同参画の視点に立った生活・進路指導の実

施 

◇学校における性に関する指導の充実 

◇戸田市男女共同参画推進条例パンフレット等によ

る啓発 

協働推進課 

教育政策室 

15 教職員への研修の充実 

男女共同参画を推進する教育の充実に向けて、教職

員等に対する研修を積極的に行います。 

【具体的な事業】 

◇教職員等の研修の実施 

教育政策室 

16 
家庭教育での取り組み

の充実 

家庭における男女共同参画を推進するため、保護者

を対象に家庭教育に関する学習機会の提供や意識啓

発のための情報紙・パンフレットの配布等を行いま

す。 

【具体的な事業】 

◇家庭教育学級や子育て講演会の充実 

◇戸田市男女共同参画推進条例パンフレット等によ

る啓発【再掲】 

協働推進課 

生涯学習課 

 

  

指 標 

施策の方向 
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（10）生涯学習の充実 

市民が生涯にわたって男女共同参画に関する学習を行える機会を提供するとともに、

それぞれの能力と意思に応じてあらゆる分野に参画できるよう、生涯学習の充実を図り

ます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

17 
生涯にわたる学習機会

の充実 

各種講座、教室等において男女共同参画の視点に立

った学習を推進するとともに、託児室の設置を行い、

受講環境を充実します。 

【具体的な事業】 

◇戸田市まちづくり出前講座メニュー表への掲載 

◇男女共同参画の視点に立った講座の企画・運営 

◇人権に関する講演会・研修の開催【再掲】 

◇講座等への託児室の設置 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

生涯学習課 

18 

生涯学習関連施設にお

ける男女共同参画の視

点に立った学習機会の

提供 

公民館等の生涯学習関連施設において、男女共同参

画につながる学習機会の充実を図ります。 

【具体的な事業】 

◇生涯学習関連施設における男女共同参画の視点に

立った学習機会の提供 

生涯学習課 
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目標 
                        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

地域や家庭の暮らしを支えあえるまち Ⅱ 

(14)家庭生活との両立をめざす職場づくり 

(15)男女の家事・育児への共同参画支援 

施策の 

方向 

施策 6．ワーク・ライフ・バランスの推進 

(16)子育て支援の充実 

(17)介護を支援する体制の整備 

施策の 

方向 

施策 7．子育てや介護を支援する体制の整備 

＜戸田市女性活躍推進計画＞ 

(11)地域・社会活動への参画促進と環境づくり 
施策の 

方向 

施策 4．地域活動における男女共同参画の推進 

(12)地域防災における男女共同参画の推進 

(13)地域防犯における男女共同参画の推進 

施策の 

方向 

施策 5．防災及び防犯における男女共同参画の推進 
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1.6 

0.9 

44.5 

020406080

町会や自治会などの地域活動

趣味や文化・教養、スポーツ

などのサークル活動

保育園・幼稚園の保護者会、

学校のPTAや子ども会の活動

市民活動やボランティア活動

市で実施する講座等への参加

地域の仲間同士が集まって

行う勉強会や研修会

自治体の審議会等の委員

消防団や自主防災活動

その他

参加していない

男性(n=473)

女性(n=642)

(%) 【平成29年度】

17.1 

17.1 

7.0 
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3.0 

2.3 

1.9 

0.9 

63.8 

18.4 

16.6 

16.0 

6.8 

7.3 

3.2 

1.1 

1.1 

1.1 

57.6 

0 20 40 60 80

町会や自治会などの地域活動

趣味や文化・教養、スポーツ

などのサークル活動

保育園・幼稚園の保護者会、

学校のPTAや子ども会の活動

市民活動やボランティア活動

市で実施する講座等への参加

地域の仲間同士が集まって

行う勉強会や研修会

自治体の審議会等の委員

消防団や自主防災活動

その他

参加していない

男性(n=428)

女性(n=620)

(%)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」

【令和5年度】

 
 
 

 

 

近年の少子高齢化の進行や大災害の頻発などを背景に、地域コミュニティの重要性が

ますます高まっています。町会や自治会活動、自主防災活動、子ども会活動、ボランテ

ィア活動などは、地域コミュニティにおける支え合いにつながり、趣味や教養、スポー

ツ活動は、生きがいづくりや健康増進のみならず住民同士の円滑なコミュニケーション

を生み出します。 

しかし、令和 5（2023）年度と平成 29（2017）年度の市民意識調査結果を比較す

ると、参加していない人の割合は増え、各活動への参加経験の減少傾向がみられます。

背景には、令和２（2020）年に始まった新型コロナウイルス感染症の感染防止対策の

ために、人と人との交流を伴う様々な活動が休止となったことがあげられます。新型コ

ロナウイルス感染症流行が収束したとしても、今後もほかの感染症の流行や災害等の発

生によって市民の交流機会が失われる事態になる可能性は残ります。情報通信技術の活

用等によって、地域活動の停滞を防ぐ工夫が必要です。 

また、多くの活動では、男性よりも女性の参加率が高いという傾向がみられます。性

別にかかわらず、より多くの人が参画できるように活動の開催日時や運営方法等を工夫

することも必要です。 

一方、本市では女性の町会長・自治会長が非常に少ないという現状があります。今後、

人口減少によって地域活動の担い手不足が懸念される中、地域活動における固定的性別

役割分担意識の解消に努め、性別にかかわらず誰もが参加しやすい環境づくりを進める

必要があります。 

 

◆図 29 地域活動等への参加経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

施策４ 地域活動における男女共同参画の推進 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

地域活動に参加してい

る人の割合を増やしま

す。 

％ 

52.4 

（2017年度） 

％ 

40.1 

（2023年度） 

％ 

63.0 

（2027年度） 

『 市 民 意 識 調

査』において、

過去１年間で地

域活動等に「参

加していない」

と回答していな

い人の割合 

年間増加量を 1％

として算出 

※小数点第 1 位で

繰り上げ 

 

 

 

 

（11）地域・社会活動への参画促進と環境づくり 

男女がともに地域とのつながりの中で充実した生活がおくれるよう、地域活動に積極

的に参画できる環境づくりを進めます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

19 
町会・自治会等への男

女共同参画の促進 

町会・自治会等における男女共同参画を促進します。 

【具体的な事業】 

◇町会・自治会等における男女共同参画推進の啓発 

◇町会・自治会等に向けての女性役員登用の啓発の

検討･実施 

 

協働推進課 

20 
ボランティア活動・自

主活動への活動支援 

男女がともに様々なボランティアや自主活動をでき

る場の提供し、活動の促進を図ります。 

【具体的な事業】 

◇戸田市ボランティア・市民活動支援センターで実

施する講座等への参加促進 

◇市民のボランティア活動・自主活動への参加促進 

◇サークル活動やボランティア活動等に関する情報

発信 

◇戸田市生涯学習人材バンク事業の実施 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

生涯学習課 

公民館（生涯学習課） 

 

  

指 標 

施策の方向 
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85.8 

80.5 

44.6 

29.7 

17.5 

22.8 

4.0 

0.3 

0.0 

88.4 

81.1 

50.5 

32.6 

15.4 

11.4 

4.6 

0.6 

0.2 

0 20 40 60 80 100

避難所の設備（更衣室、授乳室、洗濯物干し場

の設置等のプライバシーの確保）

衛生環境の整備（トイレ、お風呂等）

備蓄物資（衛生用品、衣類、

おむつなど）や供給体制

防犯体制

医療体制

避難所の運営体制

被災者に対する相談受付体制

その他

わからない

男性(n=303)

女性(n=481)

(%)

61 65
71 71

20

40

60

80

2013

（平25）

2016

（平28）

2019

（令元）

2022

（令4）

団体

年

資料：埼玉県「統計からみた埼玉県市町村のすがた」

 
 
 

 

 

近年のわが国では、地震災害や豪雨災害などの大きな災害が毎年各地で発生していま

す。本市においても大きな災害の発生を想定して備えておくことが必要不可欠です。こ

れまでの経験から、備蓄や避難所運営や復興段階において女性への配慮などが必要であ

ることの認識は広がりつつあります。そのために、防災や復興の過程に男女が共に参画

していくことが必要です。 

市民意識調査の結果では、性別に配慮して取り組む必要がある防災・災害復興対策と

して、「避難所の設備（更衣室、授乳室、洗濯物干し場の設置等のプライバシーの確保）」

や「衛生環境の整備（トイレ、お風呂等）」などの項目は、男女ともに高い回答率となっ

ています。一方、備蓄物資や供給体制、防犯体制に関する項目については男性よりも女

性の回答率が高く、性別に配慮した備蓄品の充実や性犯罪発生防止等の備えが必要不可

欠といえます。 

また、防犯についてみると、本市には現在 71 の自主防犯活動団体があります。防犯

活動においても女性の視点を取り入れて、男女共同参画で推進していく必要があります。 

 

◆図 30 性別に配慮して取り組む必要がある防災・災害復興対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆図 31 本市の自主防犯活動団体数の推移 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

施策５ 防災及び防犯における男女共同参画の推進 



20 
 

 

 

 

指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

防災・災害復興対策にお

いて、性別に配慮した対

応が必要であると思う

人の割合を増やします。 

％ 

75.6 

（2017年度） 

％ 

74.3 

（2023年度） 

％ 

86.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』におい

て、性別に配慮した防

災・災害復興対策の「必

要がある」もしくは「ど

ちらかといえば必要があ

る」と回答した人の割合 

年間増加量を 1％

として算出 

※小数点第 1 位で

繰り上げ 

 

 

 

（12）地域防災における男女共同参画の推進 

地域の防災力を高めるにあたって女性の視点を反映させるとともに、防災活動や避難

活動等における男女共同参画を推進します。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

21 
防災体制の整備におけ

る男女共同参画の推進 

防災体制を整備するにあたり、男女共同参画を推進

するとともに、地域防災力を高めます。 

【具体的な事業】 

◇自主防災組織への女性の参画促進 

◇性別ごとのニーズに対応した防災対策の推進 

◇戸田市防災士資格取得支援補助事業及び女性の資

格取得希望者推薦の働きかけ 

◇女性に配慮した避難所利用の検討 

◇イベントや講演会による啓発 

危機管理防災課 

あいパル（福祉総務課） 

22 
避難及び復興における

女性への配慮の充実 

災害発生後の避難所運営及び復興の過程において、

女性が安全で快適な避難生活を享受でき、権利を侵

害されることがないよう、支援の充実を図ります。 

【具体的な事業】 

◇避難所指定施設への女性職員の配置 

危機管理防災課 

 

（13）地域防犯における男女共同参画の推進 

出前講座等による情報の周知によって市民の防犯意識を高めるとともに、地域防犯活

動における男女共同参画を推進します。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

23 
地域防犯の分野におけ

る男女共同参画の推進 

防犯の分野における男女共同参画を推進し、地域に

おける防犯体制の強化を促進します。 

【具体的な事業】 

◇女性による防犯パトロールへの支援 

◇自主防犯組織や防犯に関する協議会等への女性の

参画促進 

◇出前講座・防犯情報の周知 

くらし安心課 

  

指 標 

施策の方向 



21 
 

28.2 

3.1 

4.5 

9.5 

10.4 

7.8 

12.4 

8.5 

3.4 

13.9 

23.4 

8.5 

15.0 

45.5 

2.7 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現実(n=740)

理想(n=740)

仕事を優先 自分の活動を優先
家庭生活を優先 仕事と自分の活動を優先
自分の活動と家庭生活を優先 仕事と家庭生活を優先
仕事と自分の活動と家庭生活をバランス良く重視 無回答

資料：戸田市「男女共同参画に関する意識調査」（令和５年度）

 
 
 

 

 

市民意識調査結果によると、ワーク・ライフ・バランスについての理想は、「仕事と自

分の活動と家庭生活をバランスよく重視」したい人が 45.5％で半数近くを占めています。

現実の状況をみると、「仕事と自分の活動を優先」（12.4％）や「仕事と家庭生活を優先」

（23.4％）、「仕事と自分の活動と家庭生活をバランス良く重視」（15.0％）など、仕事

とプライベートの生活を両立している人もいますが、実際には「仕事を優先」という人

が 28.2％で、依然として仕事優先の人の割合が多くを占めています。 

少子高齢化が進んでいる現代においては、核家族や単身世帯が増加し、労働者人口が

減少しつつあります。これまでと同様の経済活動を維持していくには、子育てや介護、

地域活動などと仕事との両立を支えるための支援体制と環境の整備が必要不可欠となっ

ています。 

市民意識調査の家事の役割分担に関する調査結果をみると、収入を得る役割は男性に

偏っている一方、食事の準備や洗濯、掃除、子育てや地域活動などは女性に偏っている

家庭が少なくありません。その背景には、長時間労働を当たり前とする慣習や、「男は仕

事、女は家庭」といった固定的な性別役割分担意識が社会に根強く残っていることがあ

げられます。 

上記のような背景のもと、これまでは育児休業取得率についても男女間で大きな格差

がありましたが、令和 4（2022）年から施行された改正育児・介護休業法では、男性

の育児休業取得を促進する環境整備や制度が位置づけられました。持続可能な社会の枠

組みを構築するためには、性別にかかわらずワーク・ライフ・バランスを充実すること

が必要であり、社会全体でもその重要性について共通の認識を有することが大切です。 

 

◆図 33 ワーク・ライフ・バランスについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

施策６ ワーク・ライフ・バランスの推進 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

ワーク・ライフ・バラ

ンスの内容まで知って

いる人の割合を増やし

ます。 

％ 

18.2 

（2017年度） 

％ 

37.8 

（2023年度） 

％ 

44.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』において、

用語の認知度で「ワーク・ラ

イフ・バランス」という言葉

について「おおよその内容ま

で知っている」と回答した人

の割合 

第四次計画の中間から

最終までの年間増加量

（2.58％）から算出 

※小数点第 1 位で

繰り上げ 

ワーク・ライフ・バラン

スを実感している人の

割合を増やします。 

※当初の算定基準により算

出 

％ 

10.3 

（2017年度） 

％ 

15.0 

（2023年度） 

％ 

21.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』において、

家庭生活で優先しているこ

と、＜現実＞で「仕事と自分

の活動と家庭生活をバラン

ス良く重視」と回答した人の

割合 

年間増加量を 1％

として算出 

※小数点第 1 位で

繰り上げ 

ワーク・ライフ・バラン

スを実感している人の

割合を増やします。 

※算定基準の見直しにより

算出 

％ 

50.3 

（2017年度） 

％ 

50.8 

（2023年度） 

％ 

61.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』において、

家庭生活で優先しているこ

と、＜現実＞で「仕事と自分

の活動を優先」、「仕事と家庭

生活を優先」、「仕事と自分の

活動と家庭生活をバランス

良く重視」と回答した人の割

合の合計 

年間増加量を 1％

として算出 

※小数点第 1 位で

繰り上げ 

＊指標「ワーク・ライフ・バランスを実感している人の割合を増やします。」の算出基準は、従来は
「仕事と自分の活動と家庭生活をバランス良く重視」のみの割合でしたが、算出基準を見直して
「仕事と自分の活動を優先」+「仕事と家庭生活を優先」+「仕事と自分の活動と家庭生活をバラ
ンス良く重視」の割合の合計としました。 

 

 

 

（14）家庭生活との両立をめざす職場づくり 

男女の労働者がともに仕事と家庭生活を両立できるように、ワーク・ライフ・バラン

ス実現や労働時間短縮に向けた啓発や、多様な就労形態の普及を企業に働きかけます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

24 
仕事と家庭生活が両立

できる職場づくりの促

進 

職場において、ワーク・ライフ・バランスが推進さ

れるよう、仕事と家庭生活が両立しやすい環境づく

りを企業に働きかけます。 

【具体的な事業】 

◇育児・介護休業法の普及・啓発 

◇家庭生活との両立をめざす職場づくりの啓発 

◇ワーク・ライフ・バランスの周知 

◇労働時間短縮に向けての啓発 

◇多様な就労形態の普及・啓発 

◇女性活躍推進及び次世代育成支援対策を講じてい

る企業への建設工事等入札参加資格格付けにおけ

る加点 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

経済戦略室 

管財入札課 

 

  

指 標 

施策の方向 
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（15）男女の家事・育児への共同参画支援 

固定的な性別役割分担の解消を図り、男女がともに家事・育児に参画することによって、

生涯を通じて充実した生活をおくることができるよう、意識啓発等の支援を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

25 
男女の家事・育児協力

体制構築の促進 

家庭生活における男女共同参画を促進するため、意

識啓発や講座等を開催します。 

【具体的な事業】 

◇男女の家事・育児の協力体制の促進に関する情報収

集・提供 

◇男女の家事・育児協力を促進する講座の開催 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

福祉保健センター 

人事課 
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38.8

37.9

37.6

33.4

18.6

17.2

16.2

14.6

14.2

13.8

0 10 20 30 40 50

高齢者や障がいのある人の介護制度の充実

保育所・学童保育室の充実

子育て家庭への支援の充実

暴力を受けた場合のシェルター（避難所）の設置

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など男女ともに働き方の見直し

「DV被害者等に対する相談」の充実やDV防止の啓発

情報紙などによる男女共同参画についての意識啓発

男女共同参画の視点に立った教育の推進

女性の起業や就職支援の充実

職業訓練・職業相談

(%)
(n=1,065)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」（令和５年度）

 
 

 

 

 

市民意識調査結果によると、家庭における子育

てや介護の役割分担は、夫婦で半分ずつ分

担する世帯もありますが、子育て、介護と

もに、女性が主に分担している割合が高い

ことがうかがえます。 

こうしたことを背景に、男女共同参画社

会実現のために市に特に力を入れてほしい

施策としては、「高齢者や障がいのある人の

介護制度の充実」や「保育所・学童保育室

の充実」など、介護や子育て支援のための

施策の充実に高い期待が寄せられています。 

近年は家族の形も多様化していたり、男

性の育児休業取得を促進する法制度が整備されるなど、子育てや介護等のケア労働にお

ける男女共同参画を進める動きもありますが、市民意識調査からは、いまだに女性に役

割分担が偏っている実態が見受けられます。家族や親族だけでなく、社会的に子育てや

介護を支援する体制の充実が必要といえます。 

本市では、ファミリー・サポート・センターや地域包括ケアシステムなど地域におけ

る子育てや介護を支援する体制整備、高齢者や障がい者の自立を支援する仕組みの充実

を図っていきます。 

 

◆図 35 男女共同参画社会実現のために市に特に力を入れてほしい施策 （上位 10項目） 

 

  

現状と課題 

施策７ 子育てや介護を支援する体制の整備 

◆図 34 子育てや介護の役割分担 
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資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」（令和５年度）

男性(n=227)

女性（n=375)
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

保育園の受け入れ人数を

増やします。 

人 

3,795 

（2018年度） 

人 

4,201 

（2022年度） 

人 

4,200 

（2028年度） 

市の認可保育

園における受

け入れ人数 

「埼玉県子育て安心プラ

ン実施計画」の目標値を

基に設定。（年間２園ずつ

整備。2021 年度に利用

定員 4,264 人、待機児童

数 0 人） 

介護予防のための TODA

元気体操を行う通いの場

を増やします。 

箇所 

18 

（2018年度） 

箇所 

36 

（2022年度） 

箇所 

48 

（2028年度） 

TODA 元気体

操を行う通い

の場の数 

戸田市地域包括ケア計画

の目標（年間 3 箇所ずつ

開設）を基に設定 

 

 

 

 

（16）子育て支援の充実 

男女が安心して子どもを生み育て、仕事と育児・家事等を両立して充実した生活をお

くれるように、各種保育サービスの提供や地域における子育て支援の体制整備、生活安

定のための支援制度の充実など、子育て世帯への様々な支援を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

26 
各種保育サービスの充

実 

「子ども・子育て支援事業計画」や「戸田市放課後

子どもアクションプラン」に基づき、充実した家庭

生活を実現し、誰もが活躍できる社会とするため、

様々な子育て支援サービスを提供します。 

【具体的な事業】 

◇各種保育事業の充実 

◇子育て支援センター事業 

◇学童保育室の運営 

◇放課後子ども教室の充実 

◇子どもの一時預かり事業 

 

こども家庭支援室 

保育幼稚園課 

児童青少年課 

27 
地域で支える子育て環

境の整備 

男女が安心して子どもを生み育て、仕事と育児・家事

等との両立を可能とするために、関係機関と連携し、

地域における子育て支援を充実します。 

【具体的な事業】 

◇子育て支援に関する講演会・講座の開催 

◇講座等への託児室の設置【再掲】 

◇産前産後支援ヘルプサービス事業の実施 

◇ファミリー・サポート・センター事業の実施 

◇地域子育て支援拠点による交流機会及び情報の提供 

 

 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

こども家庭支援室 

保育幼稚園課 

指 標 

施策の方向 
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No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

28 
ひとり親家庭への支援

の充実 

ひとり親家庭には社会的・経済的立場が弱い母子家

庭が多いことから、生活の安定と子どもの健全な育

成を図るため、各種事業の実施、各種手当等を支給

します。 

【具体的な事業】 

◇ひとり親家庭への経済的支援の充実 

◇ひとり親家庭への相談体制の充実 

◇ひとり親家庭の自立支援のための事業の実施 

 

こども家庭支援室 

 

（17）介護を支援する体制の整備 

高齢者や障がい者が住み慣れた地域で充実した生活をおくることはもとより、その介

護者や介助者の負担軽減のための支援を行うことによって、誰もが活躍できる社会の実

現を図ります。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

29 
高齢者と介護者を支援

するサービスの充実 

高齢者が充実した生活をおくれるだけでなく、介護

者の負担を軽減することで誰もが活躍できる社会と

するために、健康づくりや生活支援などの各種サー

ビスの充実を図ります。また、住み慣れた地域で高

齢者が自立した生活を送れるように、地域のネット

ワークづくりや人材育成を支援します。 

【具体的な事業】 

◇認知症サポーター養成講座の実施 

◇自立支援型地域ケア会議をはじめとした、地域の

ネットワークづくりの推進 

◇高齢者相談介護予防・生活支援事業の実施 

◇在宅福祉・施設利用サービスの充実 

 

健康長寿課 

30 
障がい者と介助者を支

援するサービスの充実 

障がい者がいきいきと生活できるだけでなく、介助

者の負担を軽減することで誰もが活躍できる社会と

するために、各種サービスの充実と社会参画活動へ

の参加を促進します。 

【具体的な事業】 

◇在宅福祉・施設利用サービスの充実 

◇障がい者相談体制の整備 

◇障がい者団体等への活動支援 

◇障がい者を対象にした講座等の開催 

 

障害福祉課 
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目標 
                        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

施策の 

方向 

(24)性を尊重する意識啓発と性に関する指導の

充実  

(25)女性の健康管理の充実 

(26)男女ともにライフサイクルに沿った健康づくり 

いきいきと活躍できるまち Ⅲ

 

(18)雇用の場及び自営業等における男女共同参

画の推進  

(19)セクシュアル・ハラスメント等に対する 

取り組みの充実 

施策の 

方向 

施策８．働く場における男女共同参画の推進 

(20)職業能力開発のための支援 

(21)女性の再就職、起業の支援 

施策の 

方向 

(22)審議会等における男女共同参画の促進 

(23)女性の人材発掘とリーダー育成 

施策９．女性の就業・起業の支援 

施策の 

方向 

施策 11．性差や年齢に配慮した健康づくりへの支援 

施策 10．政策・方針決定過程への男女共同参画の促進 

＜戸田市女性活躍推進計画＞ 
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54.7 

35.1 
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31.7 

17.1 
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5.0 

61.0 

32.5 

32.4 
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27.7 

19.3 

17.7 

16.0 

13.5 

9.1 

5.8 

5.1 

3.7 

2.2 

1.1 

0 20 40 60 80

夫など家族が家事や育児

を分担し、協力すること

在宅勤務や時差勤務など、柔軟な

勤務制度を導入すること

公立及び私立の保育施設が充実したり、

保育時間が延長されたりすること

上司や同僚に理解があり、出産後も

働き続けられる雰囲気があること

育児や介護のための

休業制度が充実すること

勤務時間を短くしたり残業を少なくしたりする

など、労働条件が改善されること

給与などの男女間格差をなくすこと

企業内保育施設が充実したり

保育時間が延長されたりすること

中高年女性の採用の

枠（年齢・職域）が拡げられること

老人ホームなどが整備されたり、ホームヘル

パー、介護サービスなどが充実したりすること

家事や育児に親の協力を得ること

再就職のための研修や相談

の機会が提供されること

特にない

その他

無回答

平成29年度(n=1,124)

令和５年度(n=1,065)

(%)

※平成29年度調査では「在宅勤務や時差勤務など、柔軟な勤務制度を導入すること」

「給与などの男女間格差をなくすこと」の選択肢はなかった。

資料：戸田市「男女共同参画に関する意識調査」

 
 
 

 

 

市民意識調査によると、女性が働き続けたり、再就職したりするためには、「夫など家

族が家事や育児を分担し、協力すること」が必要と考える人は約６割にのぼっており、

平成 29 年度調査時よりも増加しています。法律では、令和３（2021）年に育児・介

護休業法が改正になり、男性の育児休業取得促進の仕組みが整備されました。 

また、令和２（2020）年以降の新型コロナウイルス流行下で、在宅勤務など柔軟な

勤務体制が広がりました。今後、少子高齢化がますます進み、労働人口が減少する中に

おいては、生産性の向上と同時に多様な働き方を導入し、労働者が働きやすい環境を整

備することも必要とされます。 

さらに、令和 2（2020）年６月から「改正労働施策総合推進法」が施行となり、職

場におけるパワー・ハラスメント対策が義務化されました。労働者が個性と能力を十分

に発揮していきいきと働くためには、パワー・ハラスメントをはじめとするセクシュア

ル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメントなど各種ハラスメント行為が根絶されな

ければなりません。男女の雇用における機会の均等化が図られ、様々なハラスメント行

為が根絶されるような取り組みが必要です。 

◆図 36 女性が働き続けたり、再就職したりするために必要なこと 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

現状と課題 

施策８ 働く場における男女共同参画の推進 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

 

職場における男女の地位

が平等だと感じる人の割

合を増やします。 

 

％ 

20.3 

（2017年度） 

％ 

24.8 

（2023年度） 

％ 

27.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』

において、男女の

地位に関する意

識について、＜職

場＞で「平等」と

回答した人の割

合 

市民意識調査（平成 25

年度調査から平成 29

年度調査）結果の年間

増加量（0.66％）から

算出 

※小数点第 1 位で繰り

上げ 

 

 

 

（18）雇用の場及び自営業等における男女共同参画の推進 

男女雇用機会均等法や女性活躍推進法などに基づき、雇用機会や待遇の均等、女性が

活躍できる職場の環境整備、適切な労働時間や休日の確保等就労環境の改善を目指して、

商工会等と連携して、事業主等への働きかけを行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

31 
男女ともに働き続けら

れる環境の整備 

男女がともに均等な雇用機会を確保でき、働き続け

られる環境の充実を図るために、関係機関と連携を

図り、男女雇用機会均等法等の労働関係法の趣旨に

ついて普及・啓発を図ります。 

【具体的な事業】 

◇男女雇用機会均等法等関係法の普及・啓発 

◇労働関係法の普及・啓発 

◇商工会等との連携による啓発 

◇ポジティブ・アクション（積極的改善措置）の推

進 

◇講座・研修会等の開催 

◇働き続けられる環境整備 

 

協働推進課 

経済戦略室 

32 
女性の活躍推進に向け

た企業への支援 

採用、昇進等において女性労働者に積極的に機会を

提供し、仕事と家庭の両立を可能とする環境を整備

することで、女性が活躍できるよう、啓発や人材育

成等の支援を行います。 

【具体的な事業】 

◇女性活躍推進法の普及・啓発 

◇商工会等との連携による啓発 

◇女性活躍推進に取り組む企業の事例紹介の検討 

◇女性活躍推進及び次世代育成支援対策を講じてい

る企業への建設工事等入札参加資格格付けにおけ

る加点【再掲】 

協働推進課 

経済戦略室 

管財入札課 

  

指 標 

施策の方向 
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（19）セクシュアル・ハラスメント等に対する取り組みの充実 

セクシュアル・ハラスメントをはじめとする職場の様々なハラスメント行為防止に関

する取り組みを強化するため、講座等を開催するなど啓発を推進し、職場におけるハラ

スメント行為が根絶されるよう事業所に働きかけます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

33 
セクシュアル・ハラス

メント等防止に向けた

周知・啓発 

セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメン

ト、マタニティ・ハラスメントなどの職場における

様々なハラスメント行為の防止に向けた啓発活動を

行います。 

【具体的な事業】 

◇職場におけるハラスメント行為の防止に関する講

座等による啓発 

◇職場におけるハラスメント行為の防止に関する情

報収集・提供 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 
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23.3 

39.3 

40.5 

30.8 

8.7 
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0.7 

4.8 

9.2 

13.3 

12.7 

4.3 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度(n=1,124)

令和5年度(n=1,065)

結婚や出産にかかわらず、仕事を続ける

子どもが生まれたらいったん職を辞め、子ども成長後に再就職

子どもが生まれるまでは仕事、生まれた後は家事・育児に専念

結婚するまでは仕事、結婚後は家事・育児に専念

女性は仕事しないで、家事に専念する

その他

特に考えはない

無回答

※選択肢は表現を一部変更している。

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」

 
 
 

 

 

女性の働き方についての考え方はここ数年で変化しており、平成 29（2017）年度の

市民意識調査で「結婚や出産にかかわらず、仕事を続ける」ことを理想と考えた人は

23.3％でしたが、令和５（2023）年度の調査結果では同じ項目の割合が 39.3％と大

幅に増加しています。「子どもが生まれたらいったん職を辞め、子ども成長後に再就職」

の 30.8％を合わせると、約７割の人は女性は子どもを生んだ後も働いた方がいいと考え

ています。現実の状況をみても、令和２(2020)年の「国勢調査」では、子育てが忙しく

なる 35～39 歳の本市の女性の労働力率は 75.8％と近年で最も高い割合となっていま

す。 

一方、女性の労働力率は上昇しましたが、非正規雇用である場合が少なくありません。

こうした状況から、女性労働者が継続的に経験やキャリアを積める機会が少なくなり、

男女間の賃金格差や管理職に占める女性の割合の低さという問題にもつながっています。 

政府は、2020 年代の可能な限り早期に、指導的地位に占める女性の割合が 30％程

度となることを目指していますが、そのためには継続的に仕事を続けられる環境整備と、

雇用条件や能力開発の機会に男女の格差がないことが必要となります。本市においても、

女性の多様な能力を活用するために、就職や職業能力開発のための機会が十分に提供さ

れることが必要です。 

また、様々な分野への女性のチャレンジを支援する必要性から、起業なども視野に入

れた支援体制を整備することも重要です。 

 

◆図 37 女性の働き方についての考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

施策９ 女性の就業・起業の支援 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

再就職の支援講座を受

けた人の理解度を高め

ます。 

％ 

 

－ 

 

％ 

95.8 

（2022年度） 

％ 

80.0 

（2027年度） 

講座の受講者対象のアン

ケートで、講座の内容を

「理解した」もしくは「ま

あまあ理解した」と回答

した人の割合 

他自治体の指標を参

考に設定 

女性の 30～39 歳の労

働力率を高めます。 

％ 

67.2 

（2015年度） 

％ 

77.0 

（2020年度） 

％ 

74.0 

（2025年度） 

国勢調査から、労働力率

(%)=労働力人口÷（総

数－労働力状態「不詳」）

×100 として算出 

平成 27 年度国勢調査

の全国平均（73.1％）

を基に設定 

※小数点第 1 位で繰

り上げ 

 

 

 

（20）職業能力開発のための支援 

就職や再就職等を希望する市民に対して、就職に関する情報を提供するとともに、技

能や職業能力の開発をする機会の提供を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

34 
職業能力開発のための

支援の充実と就業機会

の拡大 

就労を支援する各種講座等を開催し、就職や再就職等を

希望する市民に対して就職に向けた支援を行います。 

【具体的な事業】 

◇就労支援・再就職のための情報提供や講座の開催 

◇地域職業相談事業の実施 

◇就職マッチングへ向けた取り組み 

あいパル（福祉総務課） 

経済戦略室 

 

（21）女性の再就職、起業の支援 

出産・子育て等のために離職した女性の再就職支援を行うとともに、起業等によって

新たな分野に挑戦する女性への支援を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

35 
女性の起業・再就職に

関する支援の充実 

起業や再就職を希望する女性に対して、各種情報提供

を行うとともに、能力開発のための講座を開催します。 

また、イベント等を活用し、期間限定出店など、起業

する人への機会の提供を行います。 

【具体的な事業】 

◇地域職業相談事業の実施 

◇起業支援のための講座の開催 

◇女性の起業支援事業（チャレンジショップ等） 

◇商工会と連携した起業支援事業 

◇女性向け就職支援・再就職支援のための情報提供

や講座の開催 

あいパル（福祉総務課） 

経済戦略室 

  

指 標 

施策の方向 
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48.3 34.0 9.0 

0.9 0.4 

6.5 0.9 

0 20 40 60 80 100

全体(n=1,065)

男性の方が優遇 どちらかといえば男性の方が優遇
平等 どちらかといえば女性の方が優遇
女性の方が優遇 わからない
無回答

(%)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」（令和5年度）

 
 
 

 

 

令和 5（2023）年のジェンダーギャップ指数のわが国の順位は 146 か国中 125 位

と低い順位にありますが、特に「政治」分野の値が低い状況にあります。令和２（2020）

年度に内閣府が実施した「女性の政治参画への障壁等に関する調査研究」によると、地

方議員に対するアンケートにおいて女性の議員が選挙期間中の課題としてあげたのは、

「知名度がない」ことが 1 位、「仕事や家庭生活（家事、育児、介護等）のため、選挙

運動とその準備にかける時間がない」ことが２位でした。また、議員活動を行う上での

課題として、性別による差別やセクシュアル・ハラスメントを受けた経験をあげる女性

の議員は約３分の１を占めていました。 

こうした現状を踏まえて、令和３（2021）年に改正された「政治分野における男女

共同参画の推進に関する法律」では、地方公共団体にも議員活動と家庭生活の両立を支

援する体制整備や、議員や立候補者へのセクシュアル・ハラスメントやマタニティ・ハ

ラスメント等を防止するための研修やそういった問題対応への相談窓口の整備などを行

うよう定めています。 

また、本計画では審議委員等に占める女性委員の割合を 40.0%にする目標を設定して

いますが、令和 4 年 4 月現在 27.1％にとどまっています。女性委員が一人もいない審

議会も多数あり、さらに多くの女性が政策・方針決定過程に参画できるようになるには、

より一層の取り組みが必要です。 

 

◆図 38 男女の地位に関する意識「政治」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

施策１０

 

政策・方針決定過程への男女共同参画の促進 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

審議会等の女性委員の比

率を高めます。 

％ 

27.6 

（2017年度） 

％ 

28.4 

（2022年度） 

％ 

40.0 

（2027年度） 

市の審議会等（地方自

治法第 180 条の 5 及

び第 202 条の 3 に基

づく委員会・審議会

等）の委員に占める女

性委員の割合 

埼玉県男女共同参

画基本計画（平成

29～33 年度）の

目標値（40%）を

基に設定 

男女共同参画人材リスト

（旧「女性人材リスト」）

の登録者を増やします。 

人 

29 

（2017年度） 

人 

35 

（2022年度） 

人 

58 

（2027年度） 

男女共同参画人材リ

ストの登録者数 

年 間 増 加 量 を

10％（10 年間で

29 人の増）として

算出 

 

 

 

（22）審議会等における男女共同参画の促進 

本市の政策・方針決定過程により多くの女性が参画できるよう、様々な分野にわたる

市の審議会に、多くの女性の委員を登用します。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

36 
審議会等への女性の参

画の促進 

審議会等において、女性の参画がさらに図られるよ

う、女性委員の登用を積極的に推進します。 

【具体的な事業】 

◇審議会等委員の女性の参画促進 

◇政策決定過程への女性の参画状況調査と結果の公

表 

◇女性参画促進を図るための手法の検討と各課への

啓発 

◇審議会等委員選出時の男女共同参画人材リスト活

用の検討・実施 

協働推進課 

  

指 標 

施策の方向 
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（23）女性の人材発掘とリーダー育成 

市内の各種団体や活動等において、リーダーの役割を担う女性が増えるように、人材

育成のための支援を行います。また、意欲と能力を持つ人材の発掘のために、男女共同

参画人材リストを作成し、活用に努めます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

37 女性の人材発掘と活用 

現在ある人材リストを拡充し、新たな人材を発掘す

るとともに、積極的に活用します。 

【具体的な事業】 

◇男女共同参画人材リストの活用 

◇男女共同参画人材リストへの登録促進 

 

協働推進課 

38 
各種団体の女性人材育

成への支援 

市民団体などの育成のための支援を行います。 

【具体的な事業】 

◇各種団体に対する男女共同参画に関する教育機会

の提供 

◇女性人材が活躍するための情報提供 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 
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2,629 2,506
2,737 2,842

3,505 3,410
2,993 3,112

2,819
2,401

2,729

3,808

4,808

4,276

4,828 4,836 4,941
4,654 4,752

4,224
4,622

4,297

0

2,000

4,000

6,000

2011

（平23）

2015

（平27）

2020

（令2）

乳がん検診 子宮がん検診

資料：統計とだ

年度

人

 
 
 

 

 

女性は思春期、成熟期、更年期、老年期と、ライフステージによって心身の状態が大

きく変化します。疾病傾向や身体の状態などが男女で異なっているため、性差や年齢に

応じた健康づくりへの配慮が必要となります。 

また、近年では、DV や性犯罪、望まない妊娠、セクシュアル・ハラスメント等さま

ざまな問題を防止する観点から、性教育への関心が高まっています。性被害等を防ぐこ

とやより充実した人生をおくるため、性と生殖に関する知識だけでなく、人間関係、人

権の尊重、ジェンダーの理解や性暴力の防止なども含めた包括的な性教育が学べる場を

提供することが重要となります。 

市民が生涯を通じて健康な生活をおくるためには、男女の健康に関する教育の充実、

性や生命を尊重する意識啓発、健康診断や検診、保健サービス等の充実が必要です。 

 

◆図 39 乳がん検診・子宮がん検診受診者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

健康だと思う人の

割合を増やします。 

％ 

78.6 

（2017年度） 

％ 

77.1 

（2022年度） 

％ 

85.0 

（2027年度） 

「戸田市健康づくりに関する

市民アンケート調査」におい

て、健康状態が、「健康だと思

う」または「概ね健康だと思う」

と回答した人の割合の合計 

第四次男女共同参

画計画の目標値を

引き続き設定 

 

  

現状と課題 

指 標 

施策１１ 性差や年齢に配慮した健康づくりへの支援 



37 
 

 

 

（24）性を尊重する意識啓発と性に関する指導の充実 

男女が互いの性を理解・尊重し、対等な関係の下で妊娠・出産等について考えられる

ように、性に関する正しい知識を得るための情報や学習機会の提供に努めます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

39 
性の尊重についての理

解の促進 

人権尊重の立場から性の尊重に関する理解を深める

ための周知・啓発を図ります。 

【具体的な事業】 

◇啓発紙の発行（既存の情報紙利用も含む） 

◇性の商品化等性と人権に関する問題の啓発 

◇性犯罪防止の啓発 

◇学校における性に関する指導の充実【再掲】 

◇セクシュアル・ハラスメントに対する啓発 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

福祉保健センター 

教育政策室 

 

 

 

  

施策の方向 
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（25）女性の健康管理の充実 

母子保健指導等の実施により、妊娠期から出産、育児に至るまで継続した健康支援を

推進します。 

また、リプロダクティブ・ヘルス／ライツの意識を定着させるために、性に関する正

しい知識の普及・啓発を進めます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

40 
ライフステージに応じ

た母子保健事業等の推

進 

母親の健康の維持と子どもの健やかな成長を推進す

るため、各ライフステージに応じた母子保健事業等

を充実します。 

【具体的な事業】 

◇出産準備教育・妊婦健康診査等による妊婦の支援 

◇助産施設入所事業の実施 

◇乳幼児健康診査の実施 

 

福祉保健センター 

こども家庭支援室 

41 
リプロダクティブ・ヘ

ルス／ライツについて

の理解の促進 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツなど、性の尊重

に関する理解を深めるために情報提供を行います。 

【具体的な事業】 

◇リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する情報

提供 

◇予期せぬ妊娠等に関する相談窓口の周知 

 

協働推進課 

福祉保健センター 

 

 

（26）男女ともにライフサイクルに沿った健康づくり 

男女ともに生涯を通じて健康を維持できるように、健診や健康相談、健康に関する学

習機会の提供等を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

42 
健康づくりのための各

種事業の充実 

男女がともに生涯にわたって心身ともに健康に生活

できるよう、各種健康増進事業を実施します。 

【具体的な事業】 

◇各種がん検診、健康診査等の実施と受診の啓発 

◇妊娠期の保健指導 

◇各種健康相談の実施 

 

福祉保健センター 

43 
健康に関する教育・啓

発の充実 

生涯にわたって健康に暮らせるよう、健康づくりに

関する学習機会の提供を行うとともに、啓発活動を

行います。 

【具体的な事業】 

◇生活習慣病予防教育等の実施 

◇健康教育の実施 

◇ピンクリボン 

福祉保健センター 

あいパル（福祉総務

課） 
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目標 
                        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

連携と協力で取り組みを進めるまち Ⅳ 

(27)男女共同参画の推進拠点の活用促進  

(28)男女共同参画に関する情報収集・提供の充実 

施策の 

方向 

施策 12．男女共同参画の推進拠点の充実 

(29)職員の男女共同参画の意識づくり 

(30)女性職員の登用促進と職域拡大 

(31)「女性職員の活躍の推進に関する特定事業

主行動計画」の円滑な推進 

施策の 

方向 

施策 13．庁内の男女共同参画の推進 

(32)庁内の推進組織の充実 

(33)計画の進行管理の実施 

(34)計画推進に関する市民・事業者との連携           

(35)国・県等との連携 

施策の 

方向 

施策 14．連携と協力による推進体制の整備 
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23.0 

17.0 

16.3 

12.0 

11.6 

1.5 

43.7 

5.1 

0 10 20 30 40 50

男女共同参画に関する市民活動の支援

情報紙や啓発パンフレットなどの啓発事業

男女共同参画に関する講座・フォーラムの開催

男女共同参画に関する団体・

グループの相互交流の援助

男女共同参画や女性問題等に関する資料の充実

その他

特にない

無回答

(%)
(n=1,065)

資料：戸田市「男女共同参画に関する市民意識調査」（令和5年度）

 
 
 

 

 

本市における男女共同参画の推進拠点は、平成 27（2015）年９月に開館した複合施

設「上戸田地域交流センター『あいパル』」（以下、「あいパル」と称する）です。あいパ

ルは男女共同参画センター、福祉センター、生涯学習拠点としての複合機能を有してお

り、さらに図書館分館（戸田市立図書館上戸田分館）を併設しています。 

あいパルは、市民の交流を推進する重要な拠点であり、活動の場の提供や各種イベン

ト等の開催、市民活動をはじめとする各種活動に関する情報の受発信等を行ってきまし

た。しかしながら、令和２（2020）年以降の新型コロナウイルス感染症の流行によっ

て、多くの活動を制限せざるを得なくなりました。市民意識調査では「あいパル」の男

女共同参画センターとしての認知度は 16.2％にとどまり、平成 29（2017）年度調査

の 16.5％から伸びていません。SNS 等の情報通信技術の活用も含めて、様々な媒体に

よる市民への周知と活動の推進が必要とされています。 

また、市民意識調査では「あいパル」で力を入れる必要があると思う取り組みは、「男

女共同参画に関する市民活動の支援」に対する回答が最も多く、市民活動を支える取り

組みのニーズが高くなっています。こうした取り組みを通じて、幅広い世代の市民に対

して活動を周知し、働きかけていくことによって、男女共同参画の推進拠点としての機

能の充実を図っていきます。 

 

◆図 40 『あいパル』で力を入れてほしい取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

施策１２ 男女共同参画の推進拠点の充実 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

『あいパル』が男女共同参

画の推進拠点であること

を知っている人の割合を

増やします。 

％ 

16.5 

（2017年度） 

％ 

16.2 

（2023年度） 

％ 

33.0 

（2027年度） 

『 市 民 意 識 調

査』において、

市の事業の認知

度で「『あいパ

ル』の男女共同

参画事業」を選

択した人の割合 

第四次計画の「（旧男

女共同参画センタ

ー）ビリーブの認知

度 」 の 当 初 値

（32.9％）から設定 

※小数点第1位で繰

り上げ 

 

 

 

 

（27）男女共同参画の推進拠点の活用促進 

男女共同参画を推進していく拠点として、意識啓発を推進するための事業や、男女共

同参画を推進する団体の活動支援（推進拠点の活用促進等）などを行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

44 
男女共同参画推進拠点

の機能の充実 

男女共同参画の推進拠点の機能の充実を図ります。

また、現在の推進拠点である上戸田地域交流センタ

ー『あいパル』を周知することで活用促進を図りま

す。 

【具体的な事業】 

◇男女共同参画推進拠点の運営事業 

◇男女共同参画相談事業の実施 

◇男女共同参画フォーラム等の開催【再掲】 

◇複合施設の特長を生かした事業実施 

◇ＳＮＳ等を活用した周知活動の実施 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

45 
男女共同参画推進活動

団体の支援（推進拠点

の活用促進等） 

男女共同参画の視点に立った活動や、女性が中心と

なる活動をする団体が円滑に運営されるように、組

織の立ち上げや運営のための活動支援を行います。 

【具体的な事業】 

◇男女共同参画推進活動団体の推進拠点の活用促進 

◇男女共同参画の推進拠点を活用する団体への情報

提供や、活動の機会と場の提供 

 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

 

 

  

指 標 

施策の方向 
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（28）男女共同参画に関する情報収集・提供の充実 

男女共同参画に関する国や県、他自治体の情報や国際的な取り組みに関する情報を収

集し、市民に提供します。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

46 
男女共同参画に関する

情報の収集・提供 

男女共同参画に関する国・県、他自治体等の情報や

図書・ビデオ・資料等を収集し、あいパル、図書館

に設置します。また、関係資料の掲示・配布、パネ

ル掲示により、情報発信を推進します。 

【具体的な事業】 

◇男女共同参画情報コーナーの充実 

◇女性問題に対する海外の資料収集・提供による啓

発 

◇国際的な取り組み（女子差別撤廃条約等）の啓発 

◇男女共同参画関連書籍の展示及び貸出 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

図書館（生涯学習課） 
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本市の総職員数に占める女性職員は、令和４（2022）年の時点で 37.4％と約４割を

占めています。平成 30（2018）年には 35.3％でしたが、徐々に割合が高くなってき

ています。一方で、副主幹職（係長級）以上の役付職員数に占める女性の割合は平成 30

（2018）年以降下落しており、令和 4（2022）年では 21.0％にとどまっています。 

管理職における男女比の偏りについては、従来の男女共同参画計画でも課題としてあ

げられており、これまでに、市では職員研修の機会の提供や庁内報を通じての男女共同

参画に関する意識啓発等の取り組みを推進してきました。しかし、近年は新型コロナウ

イルス感染症流行のため、外部の研修が中止になるなど、研修の機会が減少しました。 

本市では平成 28(2016)年度～令和８(2026)年度までを計画期間とする「女性職員

の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」を策定し、女性職員の活躍を推進するため

の施策に取り組んできました。同計画の目標の一つに「2025 年度末までに、管理監督

職（副主幹職以上）にある職員に占める女性割合を 29 パーセント以上にする」があり

ますが、現状では目標値との間に大きな開きがあり、より積極的に取り組む必要があり

ます。一方、もう一つの目標「2025 年度末までに、男性職員の育児休業取得率を 15

パーセント以上にする」については、育児・介護休業法の改正等の後押しもあり、令和

４（2022）年度の実績は 72.7％となっています。 

今後とも、職場における機会を均等化すると同時に、男女ともに仕事と家庭生活を両

立しやすい環境づくりへの取り組みを積極的に推進する必要があります。 

 

◆図 41 戸田市における役付職員及び職員全体に占める女性職員の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

施策１３ 庁内の男女共同参画の推進 
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指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

役付職員に占める女性の

割合を県内市町村平均ま

で増やします。 

％ 

24.1 

（2017年度） 

％ 

21.0 

（2022年度） 

％ 

29.0 

（2027年度） 

役付職員（副主

幹職以上）に占

める女性の割

合 

平成 29 年度の県内市町

村 の 役 付 職 員 割 合

（28.6%）を基に設定 

※小数点第 1 位で繰り

上げ 

男性職員の育児休業取得

率を高めます。 

％ 

13.2 

（2017年度） 

％ 

73.9 

（2022年度） 

％ 

15.0 

（2027年度） 

配偶者が出産

した男性職員

のうち育児休

業を取得した

人の割合 

埼玉県男女共同参画基

本計画（平成 29～33

年度）の目標値（15%）

を基に設定 

 

 

 

 

（29）職員の男女共同参画の意識づくり 

職場全体に男女共同参画の意識が定着するように、研修会等様々な機会を活用して啓

発を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

47 
職員の男女共同参画の

意識づくり 

市のすべての職員に対して、男女共同参画に関する

研修等を行い、男女共同参画の意識づくりを推進し

ます。 

【具体的な事業】 

◇職員男女共同参画研修会の実施 

◇職員研修カリキュラムへの導入の検討 

◇職場のセクシュアル・ハラスメントの防止 

◇育児休業取得の促進 

 

協働推進課 

人事課 

 

  

指 標 

施策の方向 
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（30）女性職員の登用促進と職域拡大 

女性職員が様々な分野で活躍する機会を得られるよう、多様な職域への配置と研修等

の能力開発の機会を提供します。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

48 
女性職員の管理職等へ

の登用促進と職域の拡

大 

女性職員を庁内の多様な部署において登用するな

ど、女性職員の意欲と能力を活かすことができる環

境づくりを推進します。 

【具体的な事業】 

◇女性職員の管理職等への登用の促進 

◇女性職員の多様な職域への配置と能力開発 

◇女性職員の各種研修機関等への派遣の促進 

◇女性職員へのキャリアに関する研修機会の提供 

 

人事課 

 

（31）「女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」の円滑な推進 

組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、行動計画を策定し、計画に基づ

く施策を着実に推進します。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

49 

「女性職員の活躍の推

進に関する特定事業主

行動計画」の円滑な推

進 

庁内の女性職員が、出産、育児、介護等のライフイ

ベントにかかわりなく、経験を積み重ね、その意思

と能力を十分に活かすことができるように、職場環

境の整備と人材育成への支援を推進します。 

【具体的な事業】 

◇職場環境の改善 

◇ネットワークの形成 

◇研修等によるスキルアップ 

◇情報発信 

 

人事課 
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この計画を実効性のあるものにし、男女共同参画社会の実現に向けて施策を着実に推

進していくためには、全庁的に取り組むための体制の整備と、計画の進捗状況を確認し、

その評価を元に次の段階の改善につなげていく仕組みの構築が重要であるといえます。 

また、「戸田市男女共同参画推進条例」にも定められているとおり、市民、事業者、市

がそれぞれの責務を果たし、連携・協力していくことで、より効果的に男女共同参画を

推進することが期待されます。 

さらに、市は、国・県や他の地方公共団体等と情報交換や要望を行ったり、連携する

などして、重層的な体制で男女共同参画社会の実現に向けた施策を推進することが必要

です。 

 

 

 

 

指 標 当初 中間値 最終目標 指標の定義 目標値設定の根拠 

戸田市男女共同参画推

進条例を知っている人

の割合を増やします。 

％ 

3.0 

（2017年度） 

％ 

3.2 

（2023年度） 

％ 

14.0 

（2027年度） 

『市民意識調査』に

おいて、用語の認知

度で「戸田市男女共

同参画推進条例」と

いう言葉について

「おおよその内容ま

で知っている」と回

答した人の割合 

平成29 年度の『市民

意識調査』における男

女共同参画社会基本

法の認知度（13.1％）

を基に設定 

※小数点第1位で繰

り上げ 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

指 標 

施策１４ 連携と協力による推進体制の整備 
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（32）庁内の推進組織の充実 

戸田市男女共同参画庁内検討会議を中心として、全庁的な体制で男女共同参画の推進

に取り組みます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

50 庁内の推進体制の充実 

全庁的に男女共同参画を促進するため、庁内の組織

の強化を図ります。 

【具体的な事業】 

◇戸田市男女共同参画庁内検討会議による計画の推

進 

 

協働推進課 

 

（33）計画の進行管理の実施 

計画に基づく施策の進捗状況や、市民の男女共同参画に関する意識等の実態を定期的

に調査するなど、計画の着実な進行管理を行います。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

51 
計画の進行管理体制の

充実 

計画の進捗状況について、市民・行政の両面から調査

を実施し、計画の進行管理を行います。 

【具体的な事業】 

◇定期的な市民意識調査及び職員意識調査の実施 

◇関連事業の進捗状況調査の実施 

◇進捗状況調査結果の公表 

 

協働推進課 

 

  

施策の方向 
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（34）計画推進に関する市民・事業者との連携 

この計画の推進にあたっては、「戸田市男女共同参画推進委員会」を中心として、計画

の進捗状況の確認や市民の幅広い意見の反映に努めます。また、市民・事業者・市がそ

れぞれの役割を担い、連携・協力して計画を推進します。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

52 
市民参加の計画の推進

体制の充実 

男女共同参画社会実現に向けての計画策定や仕組み

づくりを市民と連携・協力して推進するとともに、

市民の視点から計画の進捗状況の確認を行います。 

【具体的な事業】 

◇戸田市男女共同参画推進委員会の開催 

◇あいパル運営委員会の開催 

◇市民との協働に関する情報発信 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

53 
計画推進に関する市民

参加の促進 

計画推進に関する市の事業を市民ボランティア等の

参画を得ながら確実に推進します。 

【具体的な事業】 

◇男女共同参画情報紙「つばさ」編集協力への参加

促進 

◇市民との協働による啓発事業の実施 

◇あいパルの男女共同参画に関する取り組みへの市

民ボランティアの活用 

 

協働推進課 

あいパル（福祉総務課） 

54 
計画推進に関する事業

所との連携 

男女の労働者の雇用機会均等や、ワーク・ライフ・

バランス等を推進するため、事業所と連携しながら

施策を推進します。 

【具体的な事業】 

◇男女雇用機会均等法等関係法の普及・啓発【再掲】 

◇商工会等との連携による啓発【再掲】 

◇働き続けられる環境整備【再掲】 

 

協働推進課 

経済戦略室 

 

（35）国・県等との連携 

計画の推進にあたり、国・県等の方針や施策を本市の施策に反映させるとともに、市

単独の対応が困難な、国・県の制度によるべき施策等については、積極的な要望を行い

ます。 

 

No 具体的取り組み 施策の内容 担当課所 

55 
国・県等関係機関との

連携 

計画の推進にあたり、国や県等の関連機関等との連

携を強化します。 

【具体的な事業】 

◇国・県の施策の市への反映 

◇国・県への要望 

 

協働推進課 

 

 


